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意見募集：高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
全体的な枠組み、構成、および指針となる原則

質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？

•    国連人間居住計画の観点からは、この法的拘束力のある文書は、人権に基づいた、交差性の枠組みに立脚すべきであり、高齢者を自律的な権利保有者として認識し、その権利の享受が、複合的・交差的な形態の差別によって形作られている（訳注　「妨げられている」の誤記か）ことを認識すべきである。
•    高齢者は、例えば性別、障害、民族、経済的地位、婚姻状況などに基づく複合的な排除に直面している。例えば、我々の経験によれば、高齢女性、特に未亡人は、土地の奪取といった人権侵害のリスクが高く、全体として土地権を主張する機会が制限されている。高齢女性、特に人生の大部分をインフォーマル分野で働いたり、家庭内で無償の家事・介護労働を行ってきた人々は、経済的機会、公正な賃金、年金、社会的支援へのアクセスの格差などによって、ホームレス状態になるリスクも高い。
•    いくつかの国では、ホームレス状態にある高齢者が増加する傾向が見られる。高齢者向けの社会支援を提供している国もあるが、高齢者の複雑な健康、社会、アクセシビリティのニーズに合わせた住宅施策は依然として稀である。さらに、（ホームレスの人のための）シェルターはアクセシビリティに欠けることが多く、あるいは（日中は不在といった）前提に基づいて運営されているため、健康上の問題や移動の制限がある人々を排除することがある。
•	インフォーマルな居住区に住む高齢者は、気候変動への適応や計画策定のプロセスに参加しにくいが、一方で気候変動の悪影響を最も受けやすい立場に置かれている。
•    同様に、障害のある高齢者は、公共交通機関や公共空間（道路、広場、公共施設）へのアクセスが困難であること、さらには住宅へのアクセスが困難であること（その結果、住居が不適切となる）などを理由に、公共生活や都市生活への参加や享受においてさらなる排除に直面している。したがって、本条約は、支援的な環境（enabling environments）が高齢者の権利であることを認めるべきである。
•    したがって、本条約が高齢者を均質な集団として扱うのではなく、彼らの平等な権利を肯定し、生涯にわたって蓄積された構造的な不平等に対処し、住宅、土地、都市開発を含むあらゆる分野における差別からの保護を強化するためには、交差性の枠組みが不可欠である。


質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？

•    中核となる原則には、特に高齢者が既存の住宅権を確実に享受できるよう、差別のない適切な住居への権利を含めるべきである。適切な住居への権利は国際人権法において十分に確立されているにもかかわらず、加齢に伴う居住権の不安定化、立ち退き、土地の剥奪に対する明確な保護措置が欠けている。これは特に都市部やインフォーマルな環境において、高齢者に不均衡な影響を及ぼしている。この事態は規範的な欠落を露呈したものである。
•    前述の通り、高齢者が物理的・社会的環境に効果的にアクセスし、利用できるようにするためには、アクセシビリティも不可欠である。参加と包摂という中核的原則は、本条約に基づくすべての権利の解釈の指針となるべきである。多くの高齢者にとって、物理的障壁、排他的な環境、あるいは不適切な都市設計による公共空間からの排除は、社会的、文化的、市民的、そして地域社会生活への参加能力を事実上制限している。アクセス可能で、安全かつ包摂的な公共空間は、高齢者が権利を平等に享受するための前提条件として考慮されるべきである。
•    とくに、地方レベルを含む意思決定への参加に関して、高齢者は自らの生活環境に影響を及ぼす意思決定プロセスに有意義に参画できなければならない。都市計画や住宅政策のプロセスへの参加における、物理的なアクセス困難、デジタル・ディバイド、あるいは高齢者の能力に対する先入観といった、年齢に関連する障壁に対処すべきである。

質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？

•    国連人間居住計画は、2023年の国連人間居住計画総会により設立され、2029年の第3回人間居住計画総会に向けて総合的な住宅政策勧告案を提示することを任務とする「適切な住居に関するオープンエンド政府間専門家作業部会」が、そのテーマ別優先事項の一環として、高齢者の適切な住居へのアクセスに関する具体的な勧告の策定を選定したことを付言したい。この一連の取り組みは、この条約の構造や内容に関するさらなる知見をもたらすだけでなく、実施規定との関連についても示唆を与える可能性がある。

（翻訳・佐藤久夫、　　）
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